
第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画(案)に係るパブリックコメントの実施結果について

（障害者政策課）

１ 概要

(1)募 集 期間 令和３年１月29日(金) ～ 令和３年２月 25日(木)の 28日間

(2)意見件数等 ４個人と２団体から合計 24件

２ 意見区分等

３ 主な意見

区分 内容 件数

Ａ 御意見の趣旨を踏まえ、案の修正を行う場合 １件

Ｂ 計画の修正は要しないが、御意見を踏まえて取り組む場合 11件

Ｃ 現時点では意見を計画に反映することは困難だが、今後の参考とする場合 ４件

Ｄ 計画の修正に関わる意見だが、修正せず原案のとおりとする場合 ０件

Ｅ 計画への記載についての意見だが、既に記載してある場合 ０件

その他（質問に対する回答等） ８件

計 24件

御意見の概要 意見に対する県の考え方

地
域
生
活
・
住
ま
い

・「真に入所での支援を必要とする人」

の定義・概念を整理してほしい。 Ａ

・障害の状況から、グループホーム等での支

援では生活が困難な方等を想定。

≪計画の表現を修正≫

・強度行動障害や重症心身障害などの介

護度の高い人や、医療的ケアが必要な

人たちの住まいとして、日中サービス

支援型グループホームをベースに検討

してほしい。

Ｂ

・設定した日中サービス支援型グループホー

ムの活動指標を踏まえ、整備を推進する。

・様々なニーズに対応できるＧＨの整備に向

け、今後課題を集約の上、検討していく。

・地域移行者数だけでなく、移行先や障

害種別の内訳を示してほしい。
Ｃ

・各市町で内訳等を把握の上、目標設定等を

行っている。

・今後、圏域自立支援協議会等で内訳を含む

実績等を把握し、地域移行推進に取り組む。

・地域生活支援拠点等の整備が進んでい

ないため、市町がイニシアチブを発揮

するよう県は促してほしい。
Ｂ

・圏域自立支援協議会や、各市町担当者等が

参加する場で先行事例の情報共有を実施す

る等、各市町の取組推進のための支援に努

めていく。

就
労

・一般就労移行を推進すべきであり、就

労移行支援事業所からの移行や、事業

所と関係機関との連携を促してほし

い。

Ｂ

・一般就労移行に係る成果目標達成のため、

圏域自立支援協議会等において、一般就労

移行に係る課題への対応や、関係機関との

連携等を推進する。

資料１-②



御意見の概要 意見に対する県の考え方

福
祉
サ
ー
ビ
ス

・サービスの利用量だけでなく、質の向

上を表で示してほしい Ｃ
・設定したサービスの質の向上に係る成果目

標等を踏まえ、取組を強化していく。

・事業所が少なく、同じ市内でも偏りが

あるため、利用に不便がある。 Ｂ
・ニーズに基づき、市町や圏域で事業所の整

備等を働きかけていく。

相
談
支
援

・相談支援の役割は重要であるが、その

体制は脆弱であり、相談支援専門員の

増員など相談支援体制の充実を着実に

進めてほしい。

Ｂ

・県の相談支援従事者研修を充実するととも

に、相談支援専門員の適正な人員配置等に

取り組むよう市町へ働きかけていく。

・相談支援に係る報酬体系の見直し等につい

て、引き続き国へ要望していく。

障
害
児
支
援

・児童入所施設のニーズを示すことで、

施設のあり方や必要な対応への意識が

生まれると考える。

・強度行動障害のある人への支援につい

て、例えばセンター機能の設置等を検

討してほしい。

Ｂ

・児童入所施設において強度行動障害のある

児童の利用が増加しており、県立磐田学園

の改築整備では、個別支援の充実による自

立の促進や、養護性の高い児童の緊急的受

入体制を強化した。

・強度行動障害の支援者養成研修による人材

育成や支援力向上を図るとともに、各圏域

自立支援協議会等での課題整理を踏まえ、

支援体制の構築等について検討していく。

人
材
育
成

・従事者の確保や資質向上には待遇改善

と給与の向上が最も重要であり、従事

者の地位向上に取り組んでほしい。
Ｂ

・障害福祉サービス事業所職員等の待遇改善

等について、引き続き国へ要望していく。

計
画
内
容

・都市部とそれ以外で事情が異なるため

活動指標をもう少し詳細に示してほし

い。
Ｃ

・県が広域的な観点から定める計画であり、

圏域単位で数値等を集約してお示ししてい

る。各市町の実情等を踏まえた指標は、各

市町の障害福祉計画を参照願いたい。


